
 

（様式１－３） 

野田村復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

平成 30 年 12 月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 40 事業名 道路事業 事業番号 D-1-9  

交付団体 村 事業実施主体（直接/間接） 村（直接） 

総交付対象事業費 61,792（千円） 全体事業費 90,286（千円）

事業概要 

被災した市街地を結ぶ避難路（L=345m、W=6m）の整備（北区地区）等 

 なお、当該事業は野田村東日本大震災津波復興計画Ｐ９に以下のとおり記載されている。 

「利便性の高い交通インフラの整備と併せ、高台移転や公営住宅等を先行的かつ計画的に

整備し、将来的に市街地全体の移動を誘導します。」  

 

（事業間流用による経費の変更）（平成 29 年１月 19 日） 

詳細設計等を踏まえ、全体事業費を 114,481 千円（国費：94,446 千円）から 90,286 千円

（国費：75,196 千円）に見直した上で、既配分額で不足する本工事費 28,494 千円につき、

D-17-1 都市再生事業計画案作成事業から事業費執行残 25,264 千円（国費:H23 補正予算

21,474 千円）、◆D-4-1-3 災害公営住宅整備推進事業から事業費執行残 3,230 千円（国費:H23

補正予算 2,745 千円）を流用するもの。これにより流用後交付対象事業費は 61,792 千円（国

費:50,977 千円）から 90,286 千円（国費:75,196 千円）に増額。 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜平成 28年度＞ 

補償調査、用地取得・工作物補償 

＜平成 29～31 年度＞ 

 用地取得・工作物補償、登記事務、工事 

 

東日本大震災の被害との関係 

東日本大震災の大津波により大きな被害を受けた沿岸部と避難施設を結ぶ避難道路を新

設し、災害発生時の避難経路の確保を図る。 

 

※区域の被害状況も記載して下さい。 

関連する災害復旧事業の概要 

なし。 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 


